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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 24,948,99923,616,71723,406,29124,360,75024,770,233

経常利益（千円） 429,918 327,953 220,966 542,533 668,938

当期純損益（千円） 116,786 192,611△　　72,385 289,303 262,396

純資産額（千円） 5,218,0615,391,0125,454,9685,679,7915,690,069

総資産額（千円） 14,666,03014,079,52813,949,61515,551,86814,704,139

１株当たり純資産額（円） 517.16 534.30 544.16 568.04 586.42

１株当たり当期純損益金額
（円）

11.56 17.63 △7.21 28.90 26.54

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 35.6 38.3 39.1 36.5 38.7

自己資本利益率（％） 2.3 3.6 △　　　 1.3 5.2 4.6

株価収益率（倍） 19.7 13.3 － 9.0 7.2

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円）

693,481△　 619,354785,192△　 510,259801,974

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円）

492,417 79,426 26,870 84,612△　　98,904

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円）

△　 263,285371,724△　 133,075△　　49,061△　　12,692

現金及び現金同等物の期末残
高（千円）

2,148,1201,980,3182,660,9822,186,2692,876,452

従業員数（人） 954 939 913 887 861

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第46期は千円未満を四捨五入で表示しておりましたが、第47期より千円未満を切捨てに変更して表示しておりま

す。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 24,188,39423,000,92922,840,13824,180,19424,043,820

経常利益（千円) 506,379 403,906 561,798 545,954 655,281

当期純損益（千円） 166,770 139,096△　 223,219234,989 280,125

資本金（千円） 2,293,0082,293,0072,293,0072,293,0072,293,007

発行済株式総数（株） 10,169,61010,169,61010,169,61010,169,61010,169,610

純資産額（千円） 5,439,5605,566,3515,491,2705,661,7785,689,785

総資産額（千円） 14,614,37914,146,03513,840,02915,529,07914,613,961

１株当たり純資産額（円） 539.12 551.72 547.78 566.24 586.39

１株当たり配当額
（内１株当たり中間配当額）
（円）

3
（－）

3
（－）

－
（－）

3
（－）

6
（－）

１株当たり当期純損益金額
（円）

16.50 12.32△　　 22.22 23.47 28.33

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 37.2 39.3 39.7 36.5 38.9

自己資本利益率（％） 3.2 2.5 △　　　 4.0 4.2 4.9

株価収益率（倍） 13.9 19.1 － 11.1 6.7

配当性向（％） 18.2 24.4 － 12.8 21.2

従業員数（人） 857 846 824 871 846

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第46期は千円未満を四捨五入で表示しておりましたが、第47期より千円未満を切捨てに変更して表示しておりま

す。
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２【沿革】

年月 事項

昭和33年９月 東京特殊電線株式会社関連会社、富士通株式会社特約店、富士電機株式会社取扱店として資本金

50万円で小林電材株式会社設立、本社を東京都大田区女塚四丁目10番地に置く。

昭和34年３月 本社を東京都大田区小林町141番地に移転。

昭和35年２月 本社を東京都大田区西蒲田八丁目16番６号に移転。

10月 大阪販売店（現、西日本支社　ＴＮ営業部）設置。

昭和38年９月 富士通株式会社と電子部品特約店契約を締結。

昭和40年４月 富士電機株式会社半導体取扱店となる。

昭和42年４月 富士通株式会社電子計算機システム（ＦＡＣＯＭ）販売特約店となる。

昭和43年６月 小諸出張所（現、長野支店）設置。

11月 株式会社城南電子計算センター（株式会社コバデン・ジェイシステム）設立。

昭和44年６月 商号を小林電子産業株式会社に変更。

７月 高崎出張所（現、群馬支店）設置。

昭和45年10月富士通株式会社とＦＡＣＯＭディーラー契約を締結。

昭和46年４月 仙台出張所（現、東北支店）設置。

10月 本社ＣＥ部（現、東京中央第一カストマサービス部）設置。

昭和49年10月高松出張所（現、高松支店）設置。

昭和52年５月 大阪ＣＥ部（現、ＯＢＰカストマサービス部）設置。

昭和54年１月 富士通株式会社とＦＡＣＯＭ電算機及び関連機器の保守委託契約を締結。

昭和55年３月 京都営業所（現、京都支店）設置。

昭和56年２月 本社を東京都大田区西蒲田八丁目３番３号に移転。

５月 松山分室（現、松山支店）設置。

６月 宇都宮営業所（現、宇都宮支店）設置。

７月 諏訪分室（現、諏訪支店）設置。

昭和57年10月富士通株式会社と富士通ディーラー契約を締結。

昭和58年３月 福島分室（現、福島支店）設置。

昭和59年３月 大阪営業所よりコンピュータ営業部門を独立し、大阪ファコム営業所（現、大阪支店）設置。

〃 北関東ＣＥ部（現、群馬カストマサービス部）設置。

昭和62年４月 資本金を３億20万円に増資。

〃 富士通株式会社と富士通電子部品特約店契約及び富士通半導体製品特約店（Ａ）契約を締結。

10月 富士通株式会社と富士通システム機器ディーラー契約を締結。

昭和63年３月 長野ＣＥ部（現、上田カストマサービス部）設置。

４月 東京特殊電線株式会社と取引基本契約を締結。

平成元年４月 関東支店設置。

平成２年４月 資本金を６億5,170万円に増資。社団法人日本証券業協会（現、日本証券業協会）に株式を店頭

登録。

平成５年４月 KOBADEN DESIGNER BUSINESS SOLUTIONS,INC.設立。

〃 富士通ピー・アンド・エス株式会社（現、富士通コワーコ株式会社）と富士通ピー・アンド・

エス機器ディーラー契約を締結。

７月 富士通株式会社と富士通電子デバイス製品取引基本契約を締結。

平成９年８月 資本金を12億850万円に増資。

平成10年３月 KOBADEN SINGAPORE PTE LTD（現、SOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.）設立。

平成11年４月 コバデン・プロダクツ株式会社（現、ソレキア・プラッツ株式会社）設立。

平成11年９月 資本金を22億9,300万円に増資。

平成11年10月富士通株式会社と富士通パートナー契約を締結。

平成14年４月 商号をソレキア株式会社に変更。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

〃 KOBADEN DESIGNER BUSINESS SOLUTIONS,INC.の解散。

平成18年３月 株式会社コバデン・ジェイシステムからの営業の全部譲受け。

〃 株式会社コバデン・ジェイシステムの解散。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社）はソレキア株式会社および子会社２社、関連会社１社で構成されており、電子

デバイス、情報関連機器（パソコン・サーバ機器等のハードウェア機器やソフトウェア）等の販売、システムおよびソフト

ウェアの開発・販売および電子機器等の保守を主な事業としております。

　各部門における当社グループ各社の位置付け等は、次のとおりであります。

　なお、次の４部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しておりま

す。

 

コンポーネント・デバイス・ソリューション

　主な商品は、電子デバイス・半導体・電線及び加工品であり、当社および連結子会社１社（SOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.）

が販売をしており、その一部を東京特殊電線株式会社（法人主要株主）より仕入れております。

 

ＩＣＴソリューション

　主な商品は、情報関連機器であり、当社および連結子会社１社（ソレキア・プラッツ株式会社）が販売しております。

 

システムソリューション

　当社、連結子会社２社（ソレキア・プラッツ株式会社及びSOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.）、および関連会社１社が、システ

ムおよびソフトウェアの開発・販売をしております。

 

フィールドサービス

　当社および連結子会社１社（ソレキア・プラッツ株式会社）が電算機および関連機器の保守を行っております。

 

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

 5/93



［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 事業内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼
任

資金援助
（千円）

営業上の取
引

設備の
賃貸借

業務提
携等

（連結子会社）          

ソレキア・プラッツ
㈱

東京都大田
区

千円
30,000

システムおよ
びソフトウェ
アの開発・販
売ならびに機
器の保守

直接
100.0

有 142,000
機器の保守
・修理委託

建物の
賃貸

なし

SOLEKIA　SINGAPORE
PTE.LTD.

シンガポー
ル共和国

千シンガ
ポールドル

200

半導体等の販
売およびシス
テムサポート

直接
100.0

有 130,000
半導体等の
販売

なし なし

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

コンポーネント・デバイス・ソリューション  74

ＩＣＴソリューション  162

システムソリューション  226

フィールドサービス  345

全社（共通）  54

合計  861

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。

 

(2）提出会社の状況

   平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

846 39.60 15.57 5,917,315

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループでは労働組合は結成されておりません。なお、当連結会計年度の労使関係において特記すべき事項はありま

せん。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な輸出、企業収益の改善を背景にした民間設備投資の増加など緩やかな成

長が持続しました。しかしながら、後半にはサブプライムローン問題を契機とする米国経済の減速をはじめ、株価の低迷、

為替の影響、原材料価格の高騰の影響もあり、景気の先行きに対する不透明感が高まりました。

ＩＣＴ投資は、金融、通信、製造業向け投資が引き続き増加傾向にあり、中堅企業はじめ中小企業の部門においても堅調

に推移しました。

ＩＣＴの技術的発展と利用分野の拡大に伴い、ＩＣＴは社会インフラから個人生活にいたる様々な分野に浸透してきて

おり、企業経営においては、社会的責任の遂行、ならびに急速に変化する経営環境に迅速かつ柔軟に適応するうえで極めて

重要な経営基盤となっています。日本版ＳＯＸ法施行、情報セキュリティ対応、グローバル化を背景に、お客様のシステム

の拡大ならびに高度化・多様化の要請とあわせて、お客様ニーズへの厳しい対応が求められました。

このような経営環境のもと、新しい技術やサポートおよびサービスの出現、激しい企業間競争を踏まえて、「お客様の視

点」からのシステム企画、構築、運用、保守にわたるトータルソリューションの展開により、お客様の信頼の獲得に努める

とともに、競争優位性のあるソリューション・サービスの創出と提供、新しい市場開拓による事業機会の確保に邁進しま

した。

一方、経営基盤を強固にして成長を持続させる諸施策として、開発工程の可視化や工程進捗管理の強化などの「開発工

程の整備」、本年4月から実施される内部統制報告制度への対応として業務プロセスの見直しをはじめとする「内部統制

の整備」に着実に取り組むとともに、若手・中堅層の計画的な育成ならびに戦力の強化を図る「人材育成」に努めまし

た。

当連結会計年度の業績につきましては、システム・ソリューション、ネットワークシステム構築、ＩＴマネジメントサー

ビスの売上が伸長しましたが、大規模ネットワークシステム案件の商談や仕様変更による開発期間延伸の影響により、売

上高は247億７千万円（前連結会計年度比1.7％増）となりました。

損益面におきましては、厳しい価格競争や退職給付引当金の積み増しなどの影響を受けましたが、ソリューション・

サービスの好調さ、経費の効率化ならびに不採算プロジェクト案件の減少により、営業利益は６億６千９百万円（前連結

会計年度比25.8％増）、経常利益は６億６千８百万円（前連結会計年度比23.3％増）となりました。

当期純利益につきましては、投資有価証券評価損の計上などから、２億６千２百万円（前連結会計年度比9.3％減）とな

りました。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（コンポーネント・デバイス・ソリューション）

電子部品・半導体業界は、パソコン、携帯電話ならびにデジタル家電などの需要に支えられて好調さが持続しました。お

客様からの強い値下げや短納期の要求、環境配慮商品の調達および国際調達など厳しい対応が要請されました。新しい商

品・サービスの創出および提供に注力して、ネットワーク関連機器、医療関連機器向けコンポーネントの売上が伸長しま

した。

当連結会計年度の売上高は66億８千２百万円となり、前連結会計年度比６億４千５百万円（前連結会計年度比10.7％

増）の増収となりました。

 

（ICTソリューション）

製造、流通・サービス分野につきましては、成長に向けた戦略的投資やセキュリティ強化などＩＣＴ投資意欲が堅調で

した。お客様から要請されるシステムが複雑化・高度化するなか、最適なソリューションの提案により、他社システムのリ

プレースをはじめとして、生産・物流・販売の最適化のためのＳＣＭ、販売管理業務システムを中心としたＥＲＰソ

リューションシステム、医療関連システムなどのシステムサービスが順調に推移しました。また、ネットワーク構築、サー

バーならびにパソコンを軸とする情報セキュリティおよび内部統制対応の経営基盤強化などの商談を積極的に推進しま

した。

公共分野におきましては、入札制度改革などにより競争が激化しておりますが、メーカーとの連携により、当社の強みで

あるライフ・サイクル・マネジメントを軸とした積極的な営業活動の展開から、自治体向け図書館システム商談、官庁向

け大規模ネットワークシステム構築関連商談ならびに大規模病院向けネットワークシステム商談が堅調に推移しました。

当連結会計年度の売上高は87億６千７百万円となり、前連結会計年度比10億３千１百万円（前連結会計年度比10.5％

減）の減収となりました。

（システムソリューション）

ソフトウェア開発ならびにソフトウェアサービスにおいて、ＥＲＰソリューションシステム、生産工程制御関連システ

ム、監視システム、Ｗｅｂシステム、ネットワーク基盤関連サービスの提供において実績を順調に積み上げました。

一方、複雑化するシステム構造において、ＩＣＴ投資に対するコストの削減、納期ならびにシステム信頼性に対するお客

様の要請は強まっております。

システム開発において、採算および品質の向上から品質管理の強化、開発工程管理体制の整備などの諸施策の実行に注

力しました。

当連結会計年度の売上高は40億６千５百万円となり、前連結会計年度比１億７千７百万円（前連結会計年度比4.6％
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増）の増収となりました。

 

（フィールドサービス）

伝統的な保守サービスに加えて、多様化するニーズに対応するＩＴマネジメントサービス分野の定着時期にあたり、ラ

イフ・サイクル・マネジメントを焦点にした提案活動により実績を順調に積み上げることができました。また、サポート

およびサービス力の強化を目指し、サービスプロセスの改善ならびに人材育成に取り組みました。

当連結会計年度の売上高は52億５千４百万円となり、前連結会計年度比６億１千７百万円（前連結会計年度比13.3％

増）の増収となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ６億９千万

円増加して28億７千６百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は８億１百万円（前連結会計年度は５億１千万円の資金の減少）となりました。これは

主に、税金等調整前当期純利益５億７千６百万円やたな卸資産の減少15億２千４百万円などの資金の増加、仕入債務の減

少13億４千４百万円や法人税等の支払額２億２千２百万円などの資金の減少があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は９千８百万円（前連結会計年度は８千４百万円の資金の増加）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出８千４百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は１千２百万円（前連結会計年度比３千６百万円減）となりました。これは主に、自己株

式の増加額６千１百万円や配当金の支払額２千９百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績は、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％）

システム
ソリューション

システム・ソフト
ウェア開発

3,184,232 110.2

フィールド
サービス

電算機保守 4,454,356 114.7

合計 7,638,589 112.8

　（注）　金額は、発生原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％）

 
 
コンポーネント
・デバイス・ソ
リューション

電子デバイス 3,528,739 123.2

半導体 2,005,638 91.7

電線及び加工品 303,149 88.5

 小計 5,837,527 108.2

ＩＣＴ
ソリューション

情報関連機器 5,719,980 58.1

合計 11,557,508 75.8

　（注）　金額は、仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当連結会計年度の受注状況は、次のとおりであります。

事業部門の名称
受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

 
 
 
コンポーネント・
デバイス・
ソリューション

電子デバイス 3,831,495 121.0 408,128 142.4

半導体 2,527,894 100.8 360,837 90.3

電線及び加工品 413,446 110.3 78,133 112.9

部品販売手数料 1,343 28.2 － －

 小計 6,774,178 111.9 847,099 112.2

 
 
ＩＣＴ
ソリューション

情報関連機器 6,736,168 62.2 1,302,654 43.1

電算機販売手数料 314,596 114.9 974 －

 小計 7,050,765 63.5 1,303,629 43.2

システム
ソリューション

システム・ソフト
ウェア開発

4,133,173 104.4 621,347 112.2

フィールドサービス 電算機保守 5,254,797 113.3 － －

合計 23,212,914 90.1 2,772,076 64.0

　（注）　金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

10/93



(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％）

 
 
コンポーネント
・デバイス・ソ
リューション

電子デバイス 3,709,904 115.8

半導体 2,566,539 104.3

電線及び加工品 404,514 109.7

部品販売手数料 1,343 28.2

 小計 6,682,301 110.7

 
 
ＩＣＴ
ソリューション

情報関連機器 8,454,017 88.8

電算機販売手数料 313,622 114.5

 小計 8,767,639 89.5

システム
ソリューション

システム・ソフト
ウェア開発

4,065,495 104.6

フィールド
サービス

電算機保守 5,254,797 113.3

合計 24,770,233 101.7

　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。

 相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 株式会社富士通エフサス 3,904,218 16.0 4,358,390 17.6

２．記載金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

グローバリゼーションの進展ならびに日本経済社会の構造的変革など高い不確実性の時代において、当社グループは企業

理念の実現を通して企業価値の向上を図るために、「お客様の視点」、「品質と納期」、「新しいサービスの創出および提

供」、「確固たる経営基盤の構築」を徹底的に追求して、安定した収益力ある経営体質の構築を目指してまいります。

今後の経営環境につきましては、原材料価格の高騰、為替相場の影響ならびに米国経済の減速など景気先行き不透明な状

況となり、企業業績が鈍化する見込みであることから、企業の情報システム投資全体の伸びも鈍化傾向で推移すると想定さ

れます。

 

具体的には、次の諸施策に取り組み、企業価値の更なる向上を図ってまいります。

 

①　お客様の多様なニーズに対応できるソリューションならびにサービスの充実

日本版ＳＯＸ法への対応、安全・環境に配慮したシステム構築、高付加価値経営への革新などへのＩＣＴの活用は、規模

・業種業態を問わず期待される一方、お客様の価格、品質、利便性などへの要請は一層高まるとともに、新しい商品・サー

ビスをめぐる企業間競争は更に厳しくなる傾向が予想されます。

お客様の企業価値を向上させる新しいソリューションおよびサービスを創出するために、諸活動の充実、ならびにマー

ケティング、システム開発、運用・保守のシームレスで効率的な価値連鎖の構築に取り組みます。お客様のニーズに対して

迅速かつ的確に必要なサービスを提供できる体制作りを目指します。お客様の海外進出に伴い、海外でのシステム構築を

要請されることから、グローバルな観点からの発想および着実なローカルな諸活動に取り組みます。

②　新しい技術への対応

絶えざる技術革新に対応したソリューションの提供を実行するために、オープン・ソース・ソフトウェア、Ｗｅｂ技術、

データベース、仮想化技術、ネットワーク技術、各種エンジニアリング技術など最新の技術に取り組むとともに、変化する

業務アプリケーション、ＩＴマネジメントサービスを確実かつ安定的に供給する技術の蓄積を目指します。

③　開発業務工程の強化

システム開発の強化に向けて、開発業務工程の構築、そして要求定義プロセス、システム設計ならびに開発工程の全社的

標準化と可視化、システム検証の徹底などのプロジェクト・マネジメントの更なる強化を図ります。生産性や信頼性の向

上の一環として、知識やノウハウの共有を効率化するナレッジ・マネジメント、「システム機能の部品化」に取り組みま

す。

④　内部統制整備への着実な対応

内部統制整備に向けた実行を引き続き積み重ね、確固たる経営体質の構築を目指します。

⑤　人材育成と強化

技術力の向上やキャリア開発に向けたスキル評価、若手・中堅層およびプロジェクト・マネージャの計画的な育成を通

じて戦力化を着実に進めるとともに、良質なパートナーの確保に努めます。
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４【事業等のリスク】

当社グループは、企業の社会的責任経営と企業価値経営の実現のために、ＥＲＭの導入および定着化を目的として平成16

年４月より、リスクマネジメント部を創設し、グループ企業を含む全社的な視点から組織横断的リスク状況の監視並びに指

導を通じてリスクマネジメント体制の整備・構築を支援いたしております。

当社グループの事業その他に関するリスクについては、投資者の判断に影響を及ぼす可能性のある主な事項を下記のとお

り記載いたします。なお、これらの事項には将来に関するものが含まれますが、当該事項は有価証券報告書提出日（平成20年

６月27日）現在において当社グループが判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

 

（１）特定の取引先への依存度について

当社グループは、富士通株式会社ならびに株式会社富士通エフサスとの取引の割合が大きく、その状況は次のとおりであ

ります。なお、当社と富士通株式会社ならびに株式会社富士通エフサスとの間には基本取引契約等が締結されており、取引関

係については安定したものとなっております。

 

 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社富士通エフサスへの売

上高
3,904,218 16.0 4,358,390 17.6

富士通株式会社からの仕入高 7,358,890 48.3 6,608,600 57.2

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）為替相場の変動

当社グループは、通貨変動に対するリスクヘッジとして、為替予約等により短期的な為替の変動による影響を最小限に止

める努力をしておりますが、短期及び中長期の予測を超えた為替変動により、当社グループの業績、財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。

 

（３）退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されておりま

す。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は発生年度の業績に含めることとして

います。したがって、割引率の低下および年金資産収益率の悪化等により、その連結会計年度の業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

 

（４）セキュリティ管理

平成17年４月に全面施行された個人情報保護法を鑑み、規定類や組織体制の整備、従業員などの教育等、情報リスク管理体

制の強化に取り組み、情報漏洩など実際にリスクが具体化したときにどう対処すべきかといった事故発生時における体制に

つきましても組織体制の構築やマニュアルの策定等により、リスクへの対処を図っておりますが、企業情報・個人情報が流

出した場合には、当社グループへの社会的信頼性を損なう可能性があります。

 

（５）株式等の保有

当社グループが保有する株式等は、株式市況の動向等により時価が変動するため、当社グループの業績および財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

 

（６）コンプライアンスリスク

企業の社会的責任に対する関心の高まり、企業活動に大きな影響を及ぼす新しい法制度の制定や改正などを背景として法

令のみならず企業倫理も対象とするコンプライアンスに関連したリスクが増大しつつあります。

当社グループにおけるこのようなリスクに的確に対処し、軽減を図るべくコンプライアンス委員会、リスクマネジメント

部を主体とする組織を通じ、体制の整備、従業員教育に努め、コンプライアンス経営の確立に取り組んでおりますが、重大な

法令違反や定款違反が発生した場合には、経営に甚大な影響を与える可能性があります。
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（７）法務リスク

個人情報保護法、新会社法の施行および下請法の改正などにより当社グループは、取引先との間で様々な契約書を締結す

る機会が従来と比較して飛躍的に増加しており、契約上のリスクが拡大しつつあります。当社グループは、管理部門を中心と

したチェック体制を敷いており、また、専門的な法律案件については顧問弁護士の意見を取り入れておりますが、契約に伴う

訴訟が発生した場合など、当社グループの経営に甚大な影響を与える可能性があります。

 

（８）在庫の増加リスク

当社グループは、お客様に対応するための終息品の保有、取引先による電子部品の海外調達方針や長期にわたるシステム

開発などにより在庫が一時的に増加することがあります。当社グループは、毎月末に在庫数量・金額を確認するとともに資

金枠の設定による総量の規制、商社的取引への牽制など健全な在庫管理を実施しておりますが、在庫の一時的な増加により、

当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（９）ソフトウェア制作不具合リスク

当社グループは、ソフトウェア制作に関する業務を受注しております。

企画プロセスや方式設計などの開発プロセスを経て、検収・納期まで、会社の定められたルールに基づいて工程管理を実

施しております。

作業現場では、お客様からの仕様変更、法令変更、様式変更などさまざまな変更・取止めなどを要求される場合があり、納

期の遅延、バグなどの障害や誤入力が起こる可能性があります。

また、修復不能のシステム障害が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（10）環境規制

当社グループは、電子デバイスおよび半導体の調達、製品リサイクルなどに関して、環境関連法令の適用を受けており、関

連する費用負担や損害賠償責任が発生し、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（11）大規模災害による影響

当社グループの拠点の多くは、本社部門を含め首都圏に所在しております。首都圏直下型地震をはじめとした大規模な自

然災害が発生した場合、甚大な被害により事業活動、業績、財政状況等に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手方の名称 国籍 契約品目 契約の内容 契約期間

ソレキア㈱
（当社）

富士通株式会社 日本

電子デバイス製品
富士通株式会社の電子デバ
イス製品の販売に関する基
本契約

期間１年
自動更新

システム機器等
富士通株式会社のシステム
機器等の販売に関するパー
トナー契約

期間１年
自動更新

保守業務

富士通株式会社又は同社の
指定するもののもとに設置
された電算機及び関連機器
の保守に関する基本契約

期間１年
自動更新

ソレキア㈱
（当社）

東京特殊電線株式会社 日本
電線・加工品
電子デバイス製品

東京特殊電線株式会社の取
扱製品を販売することに関
する基本契約

期間１年
自動更新

ソレキア㈱
（当社）

株式会社富士通エフサス 日本 保守業務

株式会社富士通エフサスが
保守・サービス業務を当社
に委託することに関する基
本契約

期間１年
自動更新

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月27日）現在において当社グループが判断したも

のであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

①収益の認識

　当社グループの売上高は、通常、注文書に基づき顧客に対して商品が検収された時点、およびサービスが提供され、検収され

た時点に計上されます。また、電子部品など継続的に発生する取引は、顧客に商品が出荷された時点で売上を計上しておりま

す。販売手数料は、得意先計算書に基づき、内訳を検証して計上されます。

②たな卸資産

　当社グループは、たな卸資産につきまして、相当の期間を経過しているたな卸資産は一定額を評価損として計上しておりま

す。

当連結会計年度末におきましては、前連結会計年度末に計上されていた、大口取引に係るたな卸資産が当連結会計年度に

おいて売上計上されたことなどに伴い、たな卸資産は12億２千８百万円（前連結会計年度末比55.4％減）と大幅に減少して

おります。

③投資の減損

　当社グループは、良好な取引関係の維持のために、特定の顧客および金融機関に対する株式を所有しております。これらの

株式には市場性のある公開会社の株式と価格決定の困難である非公開会社の株式が含まれます。公開会社につきましては、

決算期末前１ヶ月の時価平均で評価をしており、時価が取得価額に比べ著しく下落し、回復可能性が合理的に証明できない

場合には、相当額を発生年度の損失として減損処理しております。非公開会社につきましては、これらの会社の１株当たり純

資産額が、１株当たり取得価額に比べ著しく下落し、回復可能性が合理的に証明できない場合には、相当額を発生年度の損失

として減損処理しております。従いまして、将来の市況悪化または投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない

損失または簿価の回収不能が発生した場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

　当連結会計年度におきましては、特別損失に投資有価証券評価損として６千２百万円計上しております。

④繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、毎期回収の可能性、将来の課税所得など検討をいたしますが、繰延税金資産の全部

または一部を将来回収できないと判断をした場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上しま

す。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後回収できると判断をした場合、繰延税金資産への調整により当該期

間利益を増加させることになります。

⑤退職給付会計

　当社グループの従業員退職給付費用および債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これ

らの前提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づく死亡率および年金資産の収益率などが含まれ

ます。退職給付会計に移行時の一時差異については、一括で処理を行いました。また、毎期の数理差異につきましては、前提条

件の変化による影響や前提条件と実際との結果の違いの影響を発生年度の損益に含めております。

⑥減損会計

　当社グループは固定資産に対する投資の回収可能性について、事業用資産については事業所別、遊休資産については物件ご

とにグルーピングを行い、減損の兆候を確認し、それぞれ正味売却価額または使用価値により測定しております。当連結会計

年度におきましては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に１千２百万円計上しております。

 

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

15/93



（2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度は、好調な輸出と企業収益の増加により設備投資は増加傾向にありましたが、米国経済の減速、原材料価格

の高騰、顧客の効率経営や経費削減、激しい企業間競争もあり、当社グループを取り巻く経営環境は厳しいものとなりまし

た。

　当連結会計年度は、システム・ソリューション、ネットワークシステム構築、ＩＴマネジメントサービスの売上が伸長しま

したが、大規模ネットワークシステム案件の商談が仕様変更による開発期間延伸の影響により、売上高は247億７千万円（前

連結会計年度比1.7％増）、営業利益は６億６千９百万円（前連結会計年度比25.8％増）、経常利益は６億６千８百万円（前

連結会計年度比23.3％増）となりました。

　当期純利益は、投資有価証券評価損を計上したことなどにより、２億６千２百万円（前連結会計年度比9.3％減）となりま

した。

 

（3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは、自己資本比率の向上を目指しておりますが、事業規模の多様化などで事業資金の需要が多く、当面は銀行か

らの借入で充当する方針であります。

①資金の需要

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、販売に関するコンピュータ関連の商品及び電子部品の購入のほか、ソフト

ウェア制作費、販売費及び一般管理費などの営業費用であります。ソフトウェア制作費は制作にかかわるシステムエンジニ

アの人件費および外注費などで、売上原価に計上しています。また、保守業務に関わるカスタマエンジニアも同様に売上原価

に計上をしています。営業費用の主なものは人件費及び旅費交通費などの販売費用であります。

②資金の源泉

　当社グループの運転資金源泉のうち主なものは、売上債権の回収などの営業活動によるキャッシュ・フローと、資金の借入

等の財務活動によるキャッシュ・フローであります。当連結会計年度におきましては、たな卸資産の減少などによる営業活

動によるキャッシュ・フローの純増加額８億１百万円によりまして、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度よ

り６億９千万円増加して、28億７千６百万円となりました。
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第３【設備の状況】
 

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、生産能力に重要な影響を及ぼすような設備投資及び重要な設備の除却、売却はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

   平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

土地
（千円）
(面積㎡)

建物
及び
構築物
（千円）

器具備品
（千円）

合計
（千円）

本社
（東京都大田区）

※１・２・３ 営業設備
546,066
（885.81）

107,25647,077700,400 300

首都圏サポート＆サービス
統括部
（東京都千代田区）

※４ 〃 － 2,858 21,113 23,971 202

東北支店
（仙台市青葉区）

※２・３ 〃 － 851 1,591 2,443 22

福島支店
（福島県郡山市）

〃 〃 － － 263 263 5

宇都宮支店
（栃木県宇都宮市）

〃 〃 － － 314 314 7

関東支店
（埼玉県さいたま市大宮区）

〃 〃 － 556 2,618 3,175 14

群馬支店
（群馬県高崎市）

〃 〃 － 29 2,910 2,939 22

北関東サポート＆サービス
統括部
（群馬県太田市）

※４ 〃 － 292 5,433 5,726 54

長野支店
TN営業部（長野）
長野サポート＆サービス統括部
（長野県上田市）

※１・２・３
４

〃 － 368 8,720 9,088 67

諏訪支店
（長野県諏訪市）

※２・３ 〃 － － 372 372 14

京都支店
（京都市下京区）

〃 〃 － 3,514 3,166 6,680 10

大阪支店
TN営業部（大阪）
関西サポート＆サービス統括部
（大阪市中央区）

※１・２・３
４

〃 － 3,395 16,197 19,593 99

高松支店
（香川県高松市）

※２・３ 〃 － 523 1,816 2,339 21

松山支店
（愛媛県松山市）

〃 〃 － － 729 729 9

熱川保養所
（静岡県賀茂郡東伊豆町）

－ －
6,714
(545.89)

39,330 － 46,044 －

その他 － －
7,501

(8,352.15)
－ － 7,501 －

　（注）１．事業部門の名称の※１はコンポーネント・デバイス・ソリューション、※２はＩＣＴソリューション、※３はシステ

ムソリューション、※４はフィールドサービスであります。
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２．帳簿価額には消費税等を含めておりません。

３．その他の内訳は次のとおりであります。

所在地 土地（㎡）

北海道夕張郡栗山町 7,029.28

長野県東御市 1,322.87

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

事業部門の名称 設備の内容 年間リース料（千円）

※１・２・３・４ 営業設備（リース） 15,867

 

(2）在外子会社

    平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）器具備品

（千円）

ＳＯＬＥＫＩＡ
ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ
ＰＴＥ.ＬＴＤ.

本社
（シンガポール共和
国）

※１・３ 営業設備 309 3

　（注）事業部門の名称の※１はコンポーネント・デバイス・ソリューション、※２はＩＣＴソリューション、※３はシス

テムソリューション、※４はフィールドサービスであります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年３月31日現在において重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,240,000

計 21,240,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,169,610 10,169,610ジャスダック証券取引所 －

計 10,169,610 10,169,610 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成12年５月19日 924,51010,169,610 － 2,293,007 － 2,359,610

　（注）　株式分割（１：１.１）によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】
      平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 11 12 58 5 － 2,217 2,303 －

所有株式数
（単元）

－ 840 39 1,831 13 － 7,100 9,823346,610

所有株式数の
割合（％）

－ 8.55 0.40 18.64 0.13 － 72.28 100 －

　（注）１．自己株式466,532株は「個人その他」に466単元及び「単元未満株式の状況」に532株を含めて記載しております。

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式をそれぞれ３単元及び

720株含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

  平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東京特殊電線株式会社 東京都新宿区大久保一丁目３番21号 1,257 12.36

ソレキア従業員持株会 東京都大田区西蒲田八丁目３番３号 800 7.87

小林　貞子 神奈川県川崎市中原区 309 3.04

小林　義和 神奈川県横浜市都筑区 253 2.49

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 235 2.32

富士通株式会社
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番
１号

235 2.31

小林　英之 神奈川県川崎市中原区 211 2.08

竹田　和平 愛知県名古屋市天白区 200 1.96

東特塗料株式会社 東京都墨田区亀沢四丁目５番６号 161 1.59

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 153 1.50

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 133 1.30

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目１
番１号

133 1.30

計 － 4,085 40.17

　（注）　上記のほか、自己株式が466千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　466,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,357,000 9,354 －

単元未満株式 普通株式　　346,610 － －

発行済株式総数 10,169,610 － －

総株主の議決権 － 9,354 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれておりますが、当該株

式に係る議決権３個については、議決権の数の欄からは除いております。
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②【自己株式等】

    平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ソレキア株式会社
東京都大田区西蒲田
八丁目３番３号

466,000－ 466,000 4.58

計 － 466,000－ 466,000 4.58

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第３号及び第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年７月26日）での決議状況
（取得期間　平成19年７月27日から平成20年５月30日）

600,000 145,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 277,000 57,037,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 323,000 87,963,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 53.8 60.7

   

当期間における取得自己株式 43,000 8,096,000

提出日現在の未行使割合（％） 46.7 55.1

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 18,855 4,158,826

   

当期間における取得自己株式 2,177 403,542

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取
得自己株式

－ － － －

その他
（　－　）

－ － － －

     

保有自己株式数 466,532 － 511,709 －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主の皆様への安定的な利益の還元を行うとともに、財務体質の強化及び業績の長期的な向上を図る事業展開に

備えるために、内部留保の充実を基本方針としております。

当社は、毎年度１回期末に剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当事業年度は１株当たり４円の配当とし、また、当社は本年９月で

会社創立50周年を迎えますので、株主の皆様に感謝の意を表するため、１株につき２円の記念配当を加え、下記のとおり１

株につき６円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は21.2％となりました。

内部留保につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、Ｗｅｂ技術、ネットワーク技術、各種エンジニア

リング技術など高度技術への対応、内部統制整備への着実な対応、人材の育成・確保への取り組み、さらに収益力の向上に

向けて、経営体質の強化を図るために有効投資をしてまいりたいと考えております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。
 

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年６月27日
定時株主総会決議

58,218 6

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 311
269
※336

375 324 265

最低（円） 105
228
※230

210 226 160

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の

発表のものであります。なお、第47期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の発表のものでありま

す。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 216 210 218 208 200 200

最低（円） 200 195 197 160 176 172

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長

経営戦略グ

ループ担当

兼経理財務

グループ担

当兼ソレキ

ア・アカデ

ミー担当

小林　義和 昭和24年６月30日生

昭和48年７月　当社入社

昭和58年11月　当社東京電子第一営業部長

昭和59年11月　当社取締役就任

昭和62年11月　当社常務取締役就任

昭和63年11月　当社専務取締役就任

平成４年６月　当社代表取締役副社長就任

平成６年６月　当社代表取締役社長就任

（現任）

平成10年３月　KOBADEN SINGAPORE PTE LTD

（現、SOLEKIA SINGAPORE

PTE.LTD.） CHAIRMAN &

CEO

平成14年１月　コバデン・プロダクツ株式

会社（現、ソレキア・プ

ラッツ株式会社）代表取締

役会長就任（現任）

平成14年４月　当社企画グループ担当兼

ネットワークビジネスイン

テリジェンスグループ担当

兼監査部担当

平成16年４月　当社経営企画室担当兼監査

部担当兼グローバルビジネ

ス部担当兼ネットワークビ

ジネスインテリジェンスグ

ループ担当

平成17年４月　当社経営戦略グループ担当

兼監査部担当

平成17年６月　当社経営戦略グループ担当

兼ＰＣＳ＆Ｓ事業グループ

担当兼監査部担当 

平成18年６月　当社経営戦略グループ担当

兼経理財務グループ担当兼

監査部担当

平成19年４月　当社経営戦略グループ担当

兼経理財務グループ担当兼

監査部担当兼グローバルビ

ジネス推進室担当兼ソレキ

ア・アカデミー担当

平成19年６月　当社経営戦略グループ担当

兼経理財務グループ担当兼

監査部担当兼ソレキア・ア

カデミー担当

平成20年６月　当社経営戦略グループ担当

兼経理財務グループ担当兼

ソレキア・アカデミー担当

（現任）

(注)５ 253
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

専務取締役

システム部

門 統 括 兼

Ｒ＆Ｄセン

ター担当兼

グローバル

ビジネス推

進室長兼Ｐ

ＣＳＣ事業

グループ長

兼システム

ソ リ ュ ー

ション事業

グループ長

小林　英之 昭和26年11月４日生

昭和51年４月　富士通株式会社入社

平成６年12月　当社入社

平成７年４月　当社マルチメディア事業推

進部長

平成７年６月　当社取締役就任

平成９年４月　当社システムサービス事業

部長兼東日本システムサー

ビス部長

平成11年４月　当社ＣＩＯ兼システムソ

リューション事業グループ

担当兼社内情報システム部

担当

平成11年６月　当社常務取締役就任

平成13年４月　当社ＩＴ事業グループ担当

平成17年４月　当社ＰＣＴＮ事業グループ

担当兼システムソリュー

ション事業部担当兼ＰＣＳ

Ｃ事業グループ長

平成19年６月　当社専務取締役就任（現

任）

平成20年４月　当社Ｒ＆Ｄセンター担当兼

グローバルビジネス推進室

担当兼ＰＣＴＮ事業グルー

プ担当兼ＩＣＴ事業推進部

担当兼長野支社担当兼東北

支社担当兼ＰＣＳＣ事業グ

ループ長兼システムソ

リューション事業部長

平成20年６月　当社システム部門統括兼

Ｒ＆Ｄセンター担当兼グ

ローバルビジネス推進室長

兼ＰＣＳＣ事業グループ長

兼システムソリューション

事業グループ長(現任)

(注)５ 211
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

専務取締役

管理グループ

担当兼監査部

担当兼総務部

長

和田浜　敏成 昭和22年２月12日生

昭和44年４月　富士通株式会社入社

平成11年６月　同社明石工場長

平成13年６月　同社南多摩工場長

平成14年６月　当社入社

当社取締役就任

当社人事部担当兼総務部長

兼社長室長

平成15年６月　当社常務取締役就任

平成15年６月　当社管理グループ担当兼社

長室担当兼総務部長

平成19年10月　当社社長室長兼総務部長兼

人事部長

平成20年６月　当社専務取締役就任（現

任）

平成20年６月　当社管理グループ担当兼監

査部担当兼総務部長（現

任）

(注)５ 23

専務取締役

営業部門統括

兼ＰＣＴＮ事

業担当兼ＩＣ

Ｔ事業担当兼

関越支社長

大高　敬雄 昭和21年６月28日生

昭和44年４月　富士通株式会社入社

平成11年６月　同社西日本営業本部四国支

社長

平成15年４月　当社入社

平成15年４月　当社西日本支社長兼関西営

業統括部長

平成15年６月　当社取締役就任

平成16年６月　当社常務取締役就任

平成17年４月　当社西日本支社担当兼医療

ソリューション事業部担当

兼オフィスネットワーク

サービス統括部担当

平成18年６月　当社西日本支社担当兼関越

支社担当兼オフィスネット

ワークサービス統括部担当

平成19年４月　当社西日本支社担当兼オ

フィスネットワークサービ

ス統括部担当兼関越支社長

平成20年４月　当社西日本支社担当兼四国

支社担当兼オフィスネット

ワークサービス統括部担当

兼関越支社長

平成20年６月　当社専務取締役就任（現

任）

平成20年６月　当社営業部門統括兼ＰＣＴ

Ｎ事業担当兼ＩＣＴ事業担

当兼関越支社長（現任）

(注)５ 10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役

情報セキュリ

ティ担当兼

コーポレート

システム部担

当兼特定プロ

ジェクト担当

福嶋　喜八 昭和24年３月31日生

昭和43年５月　当社入社

平成11年４月　当社西日本システムサービ

ス統括部長兼インターネッ

トビジネス部長

平成12年４月　当社関西統括営業部長兼西

日本システムサービス統括

部長

平成12年６月　当社取締役就任

平成12年６月　当社中四国統括営業部担当

兼関西統括営業部長兼西日

本システムサービス統括部

長

平成13年７月　当社西日本支社長兼西日本

システムサービス統括部長

平成15年４月　当社ＩＴネットワーク事業

グループ（システム）担当

平成15年６月　当社常務取締役就任

（現任）

平成16年４月　当社情報セキュリティ担当

兼コーポレートＩＴシステ

ム部担当兼購買・ＶＲ部担

当

平成17年４月　当社情報セキュリティ担当

兼コーポレートシステム部

担当兼Ｒ＆Ｄセンター担当

兼システムサービス統括部

担当兼システム担当

平成18年４月　当社情報セキュリティ担当兼

コーポレートシステム部担

当兼Ｒ＆Ｄセンター担当兼

システム担当兼ＰＣＳＥ事

業グループ長

平成19年４月　当社情報セキュリティ担当

兼コーポレートシステム部

担当兼システム担当兼ＰＣ

ＳＥ事業グループ長

平成20年６月　当社情報セキュリティ担当

兼コーポレートシステム部

担当兼特定プロジェクト担

当(現任)

(注)５ 18

常務取締役

ＰＣＳ＆Ｓ事

業グループ長

兼 医 療 ソ

リューション

事業部長

並木　史郎 昭和22年８月25日生

昭和48年３月　当社入社

平成12年４月　当社首都圏フィールドサー

ビス統括部長

平成12年６月　当社取締役就任

平成12年６月　当社社内基盤システム部長

平成13年10月　当社社内基盤システム部担

当

平成17年４月　当社ＰＣＳ＆Ｓ事業グルー

プ長兼医療ソリューション

事業部長（現任）

平成18年６月　当社常務取締役就任

（現任）

(注)５ 16
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  小泉　伸太郎 昭和18年8月19日生

昭和49年４月　古河電気工業株式会社入社

平成９年６月　同社取締役自動車部品事業

本部副本部長兼電装部品事

業部長

平成11年６月　同社常務取締役金属カンパ

ニー長

平成13年６月　同社専務取締役金属カンパ

ニー長

平成15年６月　東京特殊電線株式会社代表

取締役社長就任(現任)

平成17年６月　当社取締役就任(現任)

(注)５ 2

取締役

オフィスネッ

トワークサー

ビス統括部担

当兼ＰＣＴＮ

事業グループ

長兼購買・サ

プライマネジ

メント統括部

長

原田　英徳 昭和29年４月５日生

昭和63年11月　当社入社

平成９年４月　当社情報機器事業部第二営

業部長

平成14年４月　当社ＴＮ第二営業統括部長

平成14年６月　当社取締役就任（現任）

平成14年６月　当社テクノロジーネット

ワーク事業グループ副担当

平成15年４月　当社ＴＮ第二営業統括部担

当

平成16年８月　KOBADEN SINGAPORE PTE LTD

（現、SOLEKIA　SINGAPORE

PTE.LTD.）Managing

Director

（現任）

平成17年４月　当社ＰＣＴＮ事業グループ

長

平成19年４月　当社ＰＣＴＮ事業グループ

長兼グローバルビジネス推

進室長

平成20年６月　当社オフィスネットワーク

サービス統括部担当兼ＰＣ

ＴＮ事業グループ長兼購買

・サプライマネジメント統

括部長（現任）

(注)５ 8

取締役 西日本支社長 岩田　勝夫 昭和25年９月26日生

昭和48年４月　当社入社

平成９年４月　当社関西フィールドサービ

ス統括部長

平成18年４月　当社西日本支社長

平成18年６月　当社取締役就任（現任）

平成20年４月　当社西日本支社長兼四国支

社長兼四国支社営業統括部

長

平成20年６月　当社西日本支社長（現任）

(注)５ 3

常勤監査役  内田　?二 昭和20年11月18日生

昭和50年８月　当社入社

平成６年11月　当社情報機器事業部副部長

平成８年６月　当社取締役就任

平成８年10月　当社情報機器事業部長

平成11年４月　当社ＣＰＳ統括営業部担当

平成14年４月　当社ＴＮ第一営業統括部担

当兼ＴＮ第二営業統括部担

当兼ＴＮ第三営業統括部長

平成15年４月　当社ＴＮ第一営業統括部長

平成16年６月　当社常勤監査役就任(現任)

(注)６ 11
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  石川　幸雄 昭和23年４月25日生

昭和44年３月　当社入社

平成11年４月　当社首都圏統括営業部長

平成16年４月　当社ネットワークビジネス

事業グループ副担当兼eビ

ジネス営業統括部長兼eビ

ジネス部長

平成16年４月　当社オフィスネットワーク

サービス統括部副担当

平成17年６月　当社常勤監査役就任(現任)

(注)６ 6

監査役  川野　佳範 昭和18年３月26日生

昭和40年10月　ピート・マーウィック・

ミッチェル会計事務所入所

昭和44年５月　公認会計士西谷・遠藤・白

幡共同事務所入所

昭和44年９月　公認会計士登録

昭和48年６月　監査法人サンワ事務所（現、

監査法人トーマツ）設立

平成12年７月　三優監査法人入所　代表社員

（現任）

平成15年６月　当社監査役就任（現任）

(注)６ －

監査役  久保　利隆 昭和18年12月20日生

昭和41年４月　株式会社日本勧業銀行入行

平成５年５月　株式会社第一勧業銀行西新

宿支店長

平成７年５月　同行業務推進本部業務推進

第一部長

平成８年７月　日新建物株式会社顧問

平成９年１月　同社常務取締役就任

平成13年11月　同社専務取締役就任

平成16年12月　株式会社ヤナセ監査役就任

（現任）

平成17年１月　日新建物株式会社常勤監査

役就任

平成19年６月　当社監査役就任（現任）

(注)６ －

    計  562

　（注）１．取締役 小泉伸太郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 川野佳範及び監査役 久保利隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．専務取締役 小林英之は、代表取締役社長 小林義和の実弟であります。

４．取締役 原田英徳は、代表取締役社長 小林義和の実妹の配偶者であります。

５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、社会への貢献を使命として、企業価値の持続的な向上を経営の最重要課題と認識しております。

その実現に向けて、お客様満足を充足する商品・サービスの提供、各ステークホルダーとの良好な関係の構築により長期

に亘り成長と発展を追及することが重要と考えます。

経営環境は急速に変化することから、迅速且つ的確な意思決定、適切なリスク管理ならびに効率的な業務執行など企業競

争力をさらに強化する様々な諸施策により、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおります。

それには、経営の効率性、透明性ならびに公正性を高めることがコーポレート・ガバナンスの基本と考えます。

（コーポレート・ガバナンスに関する主な施策）

①経営環境への迅速な対応のため重要な経営執行事項を決定する経営会議を設置するとともに、業務執行の強化のために執行

役員制度を導入して、経営責任と権限を明確にし、経営の効率性向上を図っております。

②コンプライアンスの確立に向けては、すべての役員、従業員が国内外の法令の遵守はもとより、倫理に則った行動の指針とな

る「ソレキアグループ行動指針」を平成16年４月に制定し、コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライアンス

委員会の設置によって、コンプライアンス体制の構築、維持、向上を図っております。

③監査機能として社外監査役を含む監査役会により、経営の透明性を高めるとともに監査役は取締役会、経営会議など重要な

会議に出席し、必要に応じて業務執行責任者からの報告を受け、経営執行の監査、監視を行っております。

 

（２）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の状況

当社は監査役制度を採用しており、役員構成は、取締役９名（うち社外取締役１名）、監査役４名（うち社外監査役２名）

であります。また、経営環境の変化に迅速に対応し、業務執行機能をより強化するため執行役員制度を導入し、経営責任と権

限を明確にしております。

社外取締役１名については、当社の法人主要株主であります東京特殊電線株式会社から招聘をいたしており、同社とは商

品仕入等の営業取引がありますが、その他の利害関係はありません。社外監査役２名については、当社との人的関係および資

本的関係など利害関係に該当する項目はありません。

当社の機関は以下のとおりであります。

（a）取締役会

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会は月１回の定例取締役会のほか、臨時取締役会

を適宜開催し、経営上の意思決定機関として、重要な事項の決定を行うとともに、迅速性、効率性、有効性のある業務執行

をするための執行機関である経営会議、業務執行会議の経営監督を行っております。

（b）経営会議および業務執行会議

経営会議については、原則月３回以上開催し、経営に関する方針や戦略、事業計画、重要な経営執行事項等の決定を行って

おります。経営会議に付議された事項は、取締役会に報告し、重要な事項は取締役会で決定しております。また、業務執行

会議については、原則月１回開催し、事業計画などの業務執行状況に関する事項、経営環境の変化について検討、情報共

有、協議をしております。

（c）監査役会

監査役会は原則３ヶ月に１回以上開催し、常勤監査役２名と社外監査役２名で構成されており、客観的な立場での監視機

能と、取締役の業務執行について、厳正な監視を行っております。また常勤監査役は、取締役会に限らず社内の重要な会議

等に出席し、多角的な視点から取締役の業務を監視するとともに、法令、定款の遵守状況についても厳格に監査しており

ます。
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②会社の機関・内部統制の関係図
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③内部統制システムの状況

内部統制システムの確立のために、すべての役員、従業員が国内外の法令の遵守はもとより、倫理に則った行動の指針とな

る「ソレキアグループ行動指針」を平成16年４月に制定し、コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライアンス

委員会の設置によって、コンプライアンス体制の構築、維持、向上を図っております。また平成18年５月19日開催の取締役会

において、会社法および会社法施行規則に基づいた当社グループの内部統制システムの構築における基本方針を明確にし、

経営の透明性、信頼性の向上ならびに社会的責任を具現化する体制整備に必要とされる項目を定めた「内部統制システム構

築の基本方針」を決議いたしました。当方針に基づく内部統制システムは、速やかに実行し、且つ企業経営を取り巻く社会な

ど経営環境の変化に応じて適宜見直し、改善を図り、会社の業務の適法性、合理性、正確性を確保するとともに資産の保全を

図るものであります。

 

④内部監査および監査役監査の状況

当社は監査部を設け、３名専任で業務の効率性・正当性を確保するため、「内部監査規程」に基づき業務全般に関して、法

令、定款、社内諸規程の遵守の状況、業務執行の手続きおよび妥当性等について定期的に内部監査を実施し、経営会議、業務執

行会議および監査役に対してその結果を適宜報告することとなっております。

監査役は、「監査役会規程」および「監査役監査基準」により、取締役の職務執行の監査を実施し、必要あると認めたとき

は取締役に対し助言または勧告することとなっております。また常勤監査役は、取締役会に限らず社内の重要な会議等に出

席し、多角的な視点から取締役の業務執行を監視するとともに、法令、定款の遵守状況についても厳格に監査しております。

また監査部と監査役は、許容される範囲で、適時情報を交換して、それぞれの業務執行の効率を上げております。

会計監査人との連携につきましては、監査法人トーマツが決算監査の結果を踏まえ、監査役に会計監査の概要を報告およ

び説明しております。また定期的な会議を開催し、意見および情報交換を行い、効率的な監査業務の遂行を図っております。

 

⑤会計監査の状況

　会計監査については監査法人トーマツと契約しており、定期的な監査のほか、会計上の課題について随時確認を行い会計処

理の適正性に努めております。

（業務を執行した公認会計士）

指定社員 業務執行社員 小島 洋太郎

指定社員 業務執行社員 坂本 一朗

　※継続監査年数につきましては、７年以内であるため記載を省略しております。

（監査業務に係る補助者の構成）

　公認会計士２名および会計士補等３名の計５名となっております。
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（３）役員報酬等の内容

　当事業年度における当社の取締役および監査役に対する報酬等の総額は下記のとおりであります。

役員報酬等の総額：

 取締役に対する報酬 ９名 146,277千円

 監査役に対する報酬 ４名 35,757千円

 　　　計 13名 182,035千円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記のうち、社外役員（社外取締役および社外監査役）に対する報酬等の総額は３名10,641千円であります。

３．取締役の報酬限度額は、平成２年11月29日開催の第32期定時株主総会決議において年額200,000千円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成12年６月29日開催の第42期定時株主総会決議において年額40,000千円以内と決議い

ただいております。

５．報酬等の総額には以下のものも含まれております。

①当事業年度に係る役員賞与

 取　締　役 ８名 17,400千円

 監　査　役 ２名 1,600千円

②当事業年度に係る役員退職引当金の繰入額

第49期定時株主総会（平成19年６月28日開催）をもって役員退職慰労金制度を廃止いたしましたが、同日以前に

在任した役員については、その日以前の在任期間に対して内規の効力を有するため、当該内規に基づく支給見込額

を役員退職引当金として計上しております。

 取　締　役 3,423千円

 監　査　役 557千円

うち社外役員（社外取締役および社外監査役）２名　141千円

６．上記のほか、平成19年６月28日開催の第49期定時株主総会決議に基づき、退任取締役１名および退任監査役１名に

対して、退職慰労金として総額12,667千円を支給しております。

 

（４）監査報酬の内容

　当事業年度における監査法人トーマツに対する監査報酬は下記のとおりであります。

監査報酬：

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 18,750千円

 上記以外の業務に基づく報酬 6,462千円

 　　　　　　　計 25,212千円

（注）上記のうち、公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の報酬は、財務報告に係る内部統制に関する助言・指導に

よるものであります。

 

（５）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償限度額は、金480万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額のいずれか高い額となります。

 

（６）取締役の定数

　当社の取締役は18名以内とする旨定款に定めております。

 

（７）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
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（８）自己株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能と

するため、会社法165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができ

る旨定款に定めております。

 

（９）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会に

おける特別議決権の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連

結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表

等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結

財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第

193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当

事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けており

ます。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）
 

      

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,186,269  2,876,452 

２．受取手形及び売掛金 ※３  7,405,047  7,566,633 

３．たな卸資産   2,752,885  1,228,646 

４．繰延税金資産   244,186  235,287 

５．その他   113,407  119,143 

貸倒引当金   △　　10,990   △　　 9,051  

流動資産合計   12,690,80581.6  12,017,11081.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 553,358   538,588   

減価償却累計額  381,267172,091 379,610158,978 

(2）器具備品  270,226   332,468   

減価償却累計額  179,58890,637  218,852113,615 

(3）土地 ※２  560,282  560,282 

有形固定資産合計   823,0115.3  832,8765.7

２．無形固定資産   33,2240.2  30,2900.2

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  715,820  459,794 

(2）長期貸付金   2,856   17,370  

(3）敷金及び保証金   756,113  748,047 

(4）繰延税金資産   479,411  565,134 

(5）その他   53,658   59,440  

貸倒引当金   △　　 3,034   △　　25,924  

投資その他の資産合計   2,004,82612.9  1,823,86212.4

固定資産合計   2,861,06218.4  2,687,02918.3

資産合計   15,551,868100.0  14,704,139100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）
 

      

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   5,119,666  3,775,396 

２．短期借入金 ※２  971,500  1,595,000 

３．未払法人税等   170,835  292,290 

４．賞与引当金   434,700  419,052 

５．役員賞与引当金   18,000   19,000  

６．受注損失引当金   －   19,110  

７．その他   744,180  934,889 

流動負債合計   7,458,88248.0  7,054,73948.0

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  913,500  368,500 

２．退職給付引当金   1,336,625  1,434,984 

３．役員退職引当金   148,058  139,942 

４．その他   15,010   15,904  

固定負債合計   2,413,19415.5  1,959,33113.3

負債合計   9,872,07663.5  9,014,07061.3

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   2,293,00714.7  2,293,00715.6

２．資本剰余金   2,359,61015.2  2,359,61016.1

３．利益剰余金   801,1965.2  1,033,5957.0

４．自己株式   △　　38,646△　0.3  △　　99,842△　0.7

株主資本合計   5,415,16734.8  5,586,37038.0

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  264,6241.7  103,6980.7

評価・換算差額等合計   264,6241.7  103,6980.7

純資産合計   5,679,79136.5  5,690,06938.7

負債純資産合計   15,551,868100.0  14,704,139100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   24,360,750100.0  24,770,233100.0

Ⅱ　売上原価   20,366,47783.6  20,692,93083.5

売上総利益   3,994,27316.4  4,077,30216.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．給与手当及び賞与  1,844,353   1,695,781   

２．賞与引当金繰入額  181,564   144,814   

３．役員賞与引当金繰入額  18,000   19,000   

４．退職給付引当金繰入額  29,735   178,441   

５．役員退職引当金繰入額  25,370   4,551   

６．貸倒引当金繰入額  －   3,836   

７．その他  1,362,9153,461,93914.21,361,1073,407,53213.8

営業利益   532,3332.2  669,7702.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  13,066   20,468   

２．受取配当金  7,350   7,074   

３．受取家賃  7,440   3,100   

４．受取手数料  5,355   5,287   

５．保険配当金  6,140   6,767   

６．その他  8,029 47,3810.2 8,247 50,9450.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  28,384   31,944   

２．支払保証料  4,610   3,817   

３．為替差損  －   10,372   

４．その他  4,186 37,1810.2 5,643 51,7780.2

経常利益   542,5332.2  668,9382.7

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  1,875   －   

２．投資有価証券売却益  149,015150,8910.6 － － －

        

 

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

37/93



  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１．貸倒引当金繰入額  －   17,115   

２．減損損失 ※１ －   12,419   

３．投資有価証券評価損  29,673   62,663   

４．ゴルフ会員権評価損  7,351   －   

５．子会社整理損  7,264 44,2890.1 － 92,1970.4

税金等調整前当期純利
益

  649,1352.7  576,7402.3

法人税、住民税及び事業
税

 157,270   346,180   

法人税等調整額  202,561359,8311.5△　　31,836314,3431.2

当期純利益   289,3031.2  262,3961.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 2,293,0072,359,610 511,892 △32,085 5,132,424

連結会計年度中の変動額      

当期純利益 － － 289,303 － 289,303

自己株式の取得 － － － △6,561 △6,561

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 289,303 △6,561 282,742

平成19年３月31日　残高（千円） 2,293,0072,359,610 801,196 △38,646 5,415,167

      

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高（千円） 322,543 322,543 5,454,968

連結会計年度中の変動額    

当期純利益 － － 289,303

自己株式の取得 － － △6,561

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△57,919 △57,919 △57,919

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△57,919 △57,919 224,823

平成19年３月31日　残高（千円） 264,624 264,624 5,679,791
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 2,293,0072,359,610 801,196 △38,646 5,415,167

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △29,996 － △29,996

当期純利益 － － 262,396 － 262,396

自己株式の取得 － － － △61,195 △61,195

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 232,399 △61,195 171,203

平成20年３月31日　残高（千円） 2,293,0072,359,6101,033,595 △99,842 5,586,370

      

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高（千円） 264,624 264,624 5,679,791

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △29,996

当期純利益 － － 262,396

自己株式の取得 － － △61,195

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△160,926 △160,926 △160,926

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△160,926 △160,926 10,277

平成20年３月31日　残高（千円） 103,698 103,698 5,690,069
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税金等調整前当期純利
益

 649,135 576,740

減価償却費  64,324 69,787

減損損失  － 12,419

貸倒引当金の増加（△
減少）額

 △　　 9,600 20,951

賞与引当金の増加（△
減少）額

 83,200 △　　15,647

役員賞与引当金の増加
額

 18,000 1,000

受注損失引当金の増加
（△減少）額

 △　　68,249 19,110

役員退職引当金の減少
額

 △　　 3,467 △　　 8,116

退職給付引当金の増加
（△減少）額

 △　　66,989 98,359

受取利息及び受取配当
金

 △　　20,416 △　　27,543

支払利息  28,384 31,944

投資有価証券売却益  △　 149,015 －

投資有価証券評価損  29,673 62,663

ゴルフ会員権評価損  7,351 －

売上債権の増加額  △　 722,258 △　 165,065

たな卸資産の減少（△
増加）額

 △ 1,633,321 1,524,239

仕入債務の増加（△減
少）額

 1,287,622 △ 1,344,270

未払消費税の増加額  － 212,751

その他  9,245 △　　28,272

小計  △　 496,381 1,041,052
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

利息及び配当金の受取
額

 9,543 18,060

利息の支払額  △　　28,069 △　　34,829

営業保証金の支払額  △　　 1,000 －

法人税等の還付（△支
払）額

 5,648 △　 222,308

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △　 510,259 801,974

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

投資有価証券の取得に
よる支出

 △　　 7,667 △　　29,447

投資有価証券の売却に
よる収入

 151,265 －

有形固定資産の取得に
よる支出

 △　　50,241 △　　84,259

貸付による支出  △　　10,000 －

敷金及び保証金の増加
額

 △　　12,871 △　　 4,456

敷金及び保証金の減少
額

 18,091 20,353

その他投資の増加額  △　　 9,428 △　　 6,194

その他投資の減少額  5,463 5,100

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 84,612 △　　98,904

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

短期借入金の純増加額  400,000 650,000

長期借入れによる収入  700,000 －

長期借入金の返済によ
る支出

 △ 1,142,500 △　 571,500

自己株式の増加額  △　　 6,561 △　　61,195

配当金の支払額  － △　　29,996

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △　　49,061 △　　12,692
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 △　　　　 4 △　　　 193

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
（△減少）額

 △　 474,713 690,183

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 2,660,982 2,186,269

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 2,186,269 2,876,452
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社　２社　ソレキア・プラッツ㈱

SOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.

(1）連結子会社　２社　ソレキア・プラッツ㈱

SOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.

なお、前連結会計年度において連結子会社であり

ました「㈱コバデン・ジェイシステム」は、平成

18年12月28日をもちまして清算が結了したため、

連結の範囲から除いております。また、清算結了日

までの損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書

については連結しております。

 

非連結子会社　　該当事項はありません。 非連結子会社　　 同左

(2）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 (2）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

該当事項はありません。 同左

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社数 (1）持分法適用の非連結子会社数

該当事項はありません。 同左

(2）持分法適用の関連会社数 (2）持分法適用の関連会社数

該当事項はありません。 同左

(3）持分法を適用していない関連会社（㈱オーエス

ユーテクノロジー）については、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の

適用範囲から除外しております。

(3）　　　　　　　　 同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちSOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.の決

算日は、平成18年12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、平成19年１月

１日から連結決算日平成19年３月31日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

連結子会社のうちSOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.の決

算日は、平成19年12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、平成20年１月

１日から連結決算日平成20年３月31日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

44/93



前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券 有価証券

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの

決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

同左

時価のないもの 時価のないもの

総平均法による原価法 同左

――――――――― デリバティブ　 時価法

たな卸資産 たな卸資産

商品　　　　移動平均法による低価法 商品　　 　　同左

仕掛品　　　個別法による原価法 仕掛品　 　　同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 有形固定資産

親会社及び国内連結子会社は定率法を採用して

おります。ただし平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については定額法

を採用しております。主な耐用年数は建物50年、

器具備品５年であります。また、在外連結子会社

は当該国の会計基準に基づく定額法を採用して

おります。

親会社及び国内連結子会社は定率法を採用して

おります。ただし平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については定額法

を採用しております。主な耐用年数は建物50年、

器具備品５年であります。また、在外連結子会社

は当該国の会計基準に基づく定額法を採用して

おります。

 （会計方針の変更）

 当連結会計年度より、親会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月1日

以降に取得の有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく償却方法により減価償却費

を計上しております。

これによる損益に与える影響額は軽微でありま

す。

 （追加情報）

 当連結会計年度より、親会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

これによる損益に与える影響額は軽微でありま

す。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

無形固定資産 無形固定資産

①　市場販売目的のソフトウェア ①　市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量を基準として販売数量に応じた

割合に基づく償却額と、販売可能期間（３

年）に基づく償却額のいずれか多い金額を

もって償却する方法によっております。

同左

②　自社利用目的のソフトウェア ②　自社利用目的のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

同左

③　その他の無形固定資産 ③　その他の無形固定資産

定額法によっております。 同左

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

同左

賞与引当金 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

同左

役員賞与引当金 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

同左

受注損失引当金 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連

結会計年度末における受注契約に係る損失見込

額を計上しております。

同左

退職給付引当金 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

なお、過去勤務債務については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３

年）による按分額を費用処理しております。数

理計算上の差異については、その発生年度に一

括損益処理しております。

同左

役員退職引当金 役員退職引当金

親会社は役員の退職金の支払に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

親会社は第49期定時株主総会（平成19年６月28

日開催）をもって役員退職慰労金制度を廃止い

たしましたが、同日以前に在任した役員につい

ては、その日以前の在任期間に対して内規の効

力を有するため、当該内規に基づく支給見込額

を役員退職引当金として計上しております。し

たがって、同日以降の新規計上は行っておりま

せん。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

(4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

同左

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理をそれぞれ採

用しております。

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約取引及び金利スワップ取

引

・ヘッジ手段…同左

・ヘッジ対象…外貨建債権債務及び借入金利 ・ヘッジ対象…同左

③　ヘッジ方針 ③　ヘッジ方針

為替予約は外貨建金銭債権債務の決済において

必要とされる範囲内で、金利スワップは資金調

達に係る金利の範囲内でそれぞれ行っておりま

す。

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法 ④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建

・同一金額・同一期日のものに限定しているた

め、その後の為替相場の変動による相関関係は

確保されております。また金利スワップについ

ては、ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続してキャッシュ・フローの

変動を完全に相殺するものと想定することがで

きます。従って、それぞれのヘッジの有効性の判

定は省略しております。

同左

(7）消費税等の会計処理 (7）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。 同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については全面時

価評価法を採用しております。

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は手元現金、随時引き出し可能な

預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期的な投資であり

ます。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準） ―――――――――

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用して

おります。これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ18,000千円減少しております。

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ―――――――――

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は5,679,791千円

であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。
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表示方法の変更

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．「支払保証料」は、前連結会計年度まで、営業外費用

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において、営業外費用の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「支払保証料」の金

額は1,601千円であります。

１．　　　　　　―――――――――

２．　　　　　　――――――――― ２．「為替差損」は、前連結会計年度まで、営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「為替差損」の金額

は927千円であります。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他流動資産の

減少額」は、当連結会計年度において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めて表示するこ

とに変更しております。

なお、当連結会計年度の「その他流動資産の減少

額」は1,694千円であります。

１．　　　　　　―――――――――

２．　　　　　　――――――――― ２．「未払消費税の増加額」は、前連結会計年度まで、営

業外活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度にお

いて、金額的重要性が増したため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「未払消費税の減少

額」は84,977千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．関連会社に対するもの ※１．関連会社に対するもの

　

投資有価証券（株式） 2,000千円

　

　

投資有価証券（株式） 2,000千円

　

※２．担保資産 ※２．担保資産

　

建物及び構築物 66,902千円

土地 84,336

合計 151,238千円

　

　

建物及び構築物 63,872千円

土地 84,336

合計 148,208千円

　

上記に対応する債務額 上記に対応する債務額

　

長期借入金 600,000千円

　

　
　

短期借入金 258,500千円

長期借入金 323,500

合計 582,000千円

（注）根抵当権によって担保されている債務について

は、期末残高又は極度額のいずれか少ない金額

で記載しております。

（注）　　　　　　同左

※３．連結会計年度末日満期手形の処理 ※３．　　　　　　―――――――――

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおり

であります。

 

　

受取手形 40,122千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．　　　　　――――――――― ※１．減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

東京都大田区 事業用資産 建物及び構築物、

器具備品等

栃木県宇都宮

市

事業用資産 建物及び構築物、

器具備品等

長野県上田市 事業用資産 器具備品

当社グループは、事業用資産については事業所別、

遊休資産については物件毎にグルーピングを行って

おります。当連結会計年度において、上記資産グルー

プの営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

ある資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

12,419千円計上しております。その内訳は、器具備品

8,500千円、その他3,918千円であります。資産グルー

プの回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。使用価値については将来キャッシュ・フローを

3.7％で割り引いて算定しております。

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,169 － － 10,169

合計 10,169 － － 10,169

自己株式     

普通株式（注） 144 25 － 170

合計 144 25 － 170

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加25千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 29,996利益剰余金 3 平成19年３月31日平成19年６月29日
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当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,169 － － 10,169

合計 10,169 － － 10,169

自己株式     

普通株式（注） 170 295 － 466

合計 170 295 － 466

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加295千株は、取締役会の決議に基づく取得による増加277千株、単元未満株式の買取に

よる増加18千株による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払金額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 29,996 3 平成19年３月31日平成19年６月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 58,218利益剰余金 6 平成20年３月31日平成20年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

　

現金及び預金 2,186,269千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,186,269千円

　

　

現金及び預金 2,876,452千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,876,452千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 26,41915,00211,417

器具備品 81,66870,22411,444

無形固定資産 16,4166,840 9,576

合計 124,50492,06632,437

　

　

 

取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

減損損失

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

車両運搬具 29,17017,171 － 11,999

器具備品 52,49747,2131,7453,538

無形固定資産 16,41610,123 － 6,293

合計 98,08474,5081,74521,831

　

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 14,478千円

１年超 19,438千円

合計 33,916千円

　

　

１年内 11,450千円

１年超 13,244千円

合計 24,695千円

　

 リース資産減損勘定の残高 1,745千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　

支払リース料 27,032千円

減価償却費相当額 25,230千円

支払利息相当額 1,147千円

　

　

支払リース料 15,867千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 14,791千円

支払利息相当額 726千円

減損損失 1,745千円

　

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1）株式 234,459565,894331,434175,739318,535142,796

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 234,459565,894331,434175,739318,535142,796

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1）株式 28,019 21,604△6,415 73,847 56,451△17,395

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － 19,980 13,685△6,294

小計 28,019 21,604△6,415 93,827 70,137△23,690

合計 262,479587,499325,019269,567388,673119,105

 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

151,265 149,015 － － － －

 

３．時価のない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度（平成19年３月31日）当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 126,321 69,121
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）取引の内容 (1）取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替

予約取引、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。

同左

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

同左

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的

デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債

務に係る将来の為替相場の変動によるリスクを回避

する目的で、金利関連では借入金に係る資金調達コス

トの軽減を図る目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

同左

ヘッジ会計の手法  

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては特例処理をそれぞれ採用

しております。

 

ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段・・・為替予約取引及び金利スワッ

プ取引

 

ヘッジ対象・・・外貨建債権債務及び借入金利  

ヘッジ方針  

為替予約は外貨建金銭債権債務の決済において

必要とされる範囲内で、金利スワップは資金調達

に係る金利の範囲内でそれぞれ行っております。

 

ヘッジ有効性評価の方法  

為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建・

同一金額・同一期日のものに限定しているため、

その後の為替相場の変動による相関関係は確保

されております。また金利スワップについては、

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及び

その後も継続してキャッシュ・フローの変動を

完全に相殺するものと想定することができます。

従って、それぞれのヘッジの有効性の判定は省略

しております。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容

為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、また

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。なお、当社のデリバティブ取引の契

約先はいずれも信用度の高い国内の金融機関である

ため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しております。

同左

(5）取引に係るリスクの管理体制 (5）取引に係るリスクの管理体制

通常の営業取引に係る為替予約取引は各営業部門か

らの依頼に基づいて、また金利スワップ取引は経営

会議の承認に基づいて、いずれも資金部において実

行及び管理を行っております。

同左

 

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　親会社は、昭和40年10月より退職金制度の全部について適格退職年金制度を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
 前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

 (1）退職給付債務 △3,393,379千円 △3,362,069千円

 (2）年金資産 2,011,179千円 1,904,297千円

 (3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △1,382,200千円 △1,457,771千円

 (4）未認識過去勤務債務 45,574千円 22,787千円

 (5）退職給付引当金（(3)＋(4)） △1,336,625千円 △1,434,984千円

 

３．退職給付費用に関する事項

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (1）勤務費用 166,529千円 180,676千円

 (2）利息費用 71,520千円 74,654千円

 (3）期待運用収益 △　27,710千円 △　30,167千円

 (4）未認識過去勤務債務の費用処理額 22,787千円 22,787千円

 (5）数理計算上の差異の費用処理額 △　63,900千円 101,521千円

 
(6）退職給付費用
（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)）

169,226千円 349,471千円

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

 (1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

 (2）割引率 2.2％ 2.2％

 (3）期待運用収益率 1.5％ 1.5％

 (4）過去勤務債務の額の処理年数 ３年 同左

 (5）数理計算上の差異の処理年数 発生時一括処理 同左

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

　

（流動資産）  

繰延税金資産  

賞与引当金 176,488千円

商品評価損否認額 27,397

未払事業税 17,295

未払費用否認額 18,851

その他 7,016

繰延税金資産　小計 247,049

評価性引当額 △　2,825

繰延税金資産　合計 244,223

繰延税金負債 △　　 37

繰延税金資産の純額 244,186千円

（固定資産）  

繰延税金資産  

退職給付引当金 542,669千円

投資有価証券評価損 129,235

繰越欠損金 62,148

役員退職引当金 60,111

貸倒引当金損金算入限度超過額 486

その他 26,241

繰延税金資産　小計 820,893

評価性引当額 △275,232

繰延税金資産　合計 545,660

繰延税金負債  

プログラム等準備金 △　3,248

その他有価証券評価差額金 △ 62,999

その他 △　　　2

繰延税金負債　合計 △ 66,249

繰延税金資産の純額 479,411千円

　

　

（流動資産）  

繰延税金資産  

賞与引当金 170,135千円

商品評価損否認額 9,275

未払事業税 25,440

未払費用否認額 18,299

受注損失引当金 7,758

その他 8,204

繰延税金資産　小計 239,114

評価性引当額 △　3,827

繰延税金資産　合計 235,287

  

（固定資産）  

繰延税金資産  

退職給付引当金 582,603千円

投資有価証券評価損 154,676

繰越欠損金 57,419

役員退職引当金 56,816

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,742

その他 38,260

繰延税金資産　小計 899,520

評価性引当額 △309,359

繰延税金資産　合計 590,160

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △ 25,025

繰延税金負債　合計 △ 25,025

繰延税金資産の純額 565,134千円

　

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△0.2

評価性引当額 7.8

住民税均等割 4.0

その他 △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.4％

　

　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△0.2

評価性引当額 6.3

住民税均等割 4.5

その他 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.5％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年

３月31日）において、当社及び連結子会社は、情報・通信システム関連商品の販売、ソフトウェアの開発及びこれらに係

るサービスの提供という単一の事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がないため、事業の種類別セグメント情

報として開示する事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20

年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額が全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合

がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20

年３月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
被所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

法人
主要株主

東京特殊
電線㈱

東京都
新宿区

6,146,796

電線及び
ケーブル
製造・販
売

直接　13.1％
兼任
１人

商品の売
買

営業
取引

商品の
販売

31,265売掛金 13,962

商品の
購入

666,290買掛金 231,381

　（注）１．取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引ないし取引条件の決定方針等

商品の売買については、価格その他の取引条件は、市場価格並びに総原価を参考にして、その都度交渉の上、決定し

ております。

 

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

法人
主要株主

東京特殊
電線㈱

東京都
新宿区

6,146,796

電線及び
ケーブル
製造・販
売

（所有）
直接　 0.4％

兼任
１人

商品の売
買

営業
取引

商品の
販売

18,681売掛金 4,881

（被所有）
直接　13.4％

商品の
購入

903,097買掛金 227,282

　（注）１．取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引ないし取引条件の決定方針等

商品の売買については、価格その他の取引条件は、市場価格並びに総原価を参考にして、その都度交渉の上、決定し

ております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

１株当たり純資産額 568円04銭

１株当たり当期純利益金額 28円90銭

　

　

１株当たり純資産額 586円42銭

１株当たり当期純利益金額 26円54銭

　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（千円） 289,303 262,396

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 289,303 262,396

期中平均株式数（株） 10,012,232 9,888,228

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 400,0001,050,0001.3 －

１年以内に返済予定の長期借入金 571,500545,000 1.4 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 913,500368,500 1.7 平成21年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 1,885,0001,963,500－ －

　（注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 368,500 － － －

２．平均利率は当期末の借入利率及び借入残高をもとに算定しております。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,079,122  2,801,206 

２．受取手形 ※２  491,335  375,397 

３．売掛金   6,920,490  7,109,108 

４．商品   2,621,738  1,030,426 

５．仕掛品   104,714  143,471 

６．前払費用   56,187   59,610  

７．繰延税金資産   243,022  234,359 

８．関係会社短期貸付金   88,000   79,000  

９．その他   62,869   62,582  

貸倒引当金   △　　10,932   △　　 8,885  

流動資産合計   12,656,54881.5  11,886,27781.3

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 546,451   531,681   

減価償却累計額  374,770171,681 373,041158,640 

(2）構築物  6,906   6,906   

減価償却累計額  6,496 410  6,568 338  

(3）器具備品  264,741   324,591   

減価償却累計額  174,63190,109  212,267112,323 

(4）土地 ※１  560,282  560,282 

有形固定資産合計   822,4835.3  831,5845.7

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

63/93



  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   10,208   7,880  

(2）電話加入権   21,544   21,183  

(3）その他   1,471   1,226  

無形固定資産合計   33,2240.2  30,2900.2

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   713,820  457,794 

(2）関係会社株式   2,000   2,000  

(3）従業員長期貸付金   356   255  

(4）関係会社長期貸付金   194,000  193,000 

(5）長期貸付金   2,500   17,115  

(6）破産更生債権等   －   9,503  

(7）長期前払費用   3,252   1,900  

(8）繰延税金資産   479,413  565,105 

(9）保険積立金   16,144   17,397  

(10）敷金及び保証金   756,113  748,047 

(11）会員権   26,239   28,639  

(12）その他   8,023   2,000  

貸倒引当金   △　 185,040  △　 176,948 

投資その他の資産合計   2,016,82213.0  1,865,80912.8

固定資産合計   2,872,53118.5  2,727,68318.7

資産合計   15,529,079100.0  14,613,961100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   5,111,372  3,690,978 

２．短期借入金 ※１  400,000  1,050,000 

３．１年以内返済予定長期
借入金

※１  571,500  545,000 

４．未払金   218,478  249,215 

５．未払費用   220,688  227,744 

６．未払法人税等   170,656  292,114 

７．未払消費税等   3,726   216,593 

８．前受金   232,638  196,755 

９．預り金   77,345   43,973  

10．賞与引当金   429,700  413,500 

11．役員賞与引当金   18,000   19,000  

12．受注損失引当金   －   19,110  

13．その他   －   857  

流動負債合計   7,454,10648.0  6,964,84347.7

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  913,500  368,500 

２．退職給付引当金   1,336,625  1,434,984 

３．役員退職引当金   148,058  139,942 

４．その他   15,010   15,904  

固定負債合計   2,413,19415.5  1,959,33113.4

負債合計   9,867,30063.5  8,924,17561.1
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   2,293,00714.8  2,293,00715.7

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  2,359,610   2,359,610   

資本剰余金合計   2,359,61015.2  2,359,61016.1

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  220,200   220,200   

(2）その他利益剰余金        

プログラム等準備金  4,500   －   

別途積立金  352,801   352,801   

繰越利益剰余金  205,681   460,310   

利益剰余金合計   783,1835.0  1,033,3127.1

４．自己株式   △　　38,646△　0.2  △　　99,842△　0.7

株主資本合計   5,397,15434.8  5,586,08738.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  264,6241.7  103,6980.7

評価・換算差額等合計   264,6241.7  103,6980.7

純資産合計   5,661,77836.5  5,689,78538.9

負債純資産合計   15,529,079100.0  14,613,961100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  15,496,841   14,593,391   

２．機器及び工事売上高  8,405,040   9,134,731   

３．手数料収入  278,31224,180,194100.0 315,69724,043,820100.0

Ⅱ　売上原価        

１．商品売上原価        

(1）商品期首棚卸高  949,557   2,621,738   

(2）当期商品仕入高  15,208,420   11,063,507   

計  16,157,977   13,685,246   

(3）商品期末棚卸高  2,621,738   1,030,426   

(4）商品他勘定振替高 ※１ 17,080   19,203   

当期商品売上原価  13,519,158   12,635,616   

２．機器及び工事売上原価  6,733,07520,252,23383.87,433,45120,069,06883.5

売上総利益   3,927,96016.2  3,974,75116.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．販売諸掛  7,386   18,194   

２．役員報酬  150,067   160,644   

３．給料手当  1,502,339   1,410,646   

４．従業員賞与  308,925   246,872   

５．賞与引当金繰入額  179,729   142,617   

６．役員賞与引当金繰入額  18,000   19,000   

７．役員退職引当金繰入額  25,370   4,551   

８．退職給付引当金繰入額  28,942   177,640   

９．福利厚生費  331,312   317,326   

10．旅費交通費  116,797   112,836   

11．減価償却費  41,509   40,662   

12．賃借料  167,560   148,392   

13．貸倒引当金繰入額  －   3,745   

14．その他  511,9733,389,91614.0 524,7673,327,89813.8

営業利益   538,0442.2  646,8532.7
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  13,182   20,401   

２．受取配当金  7,338   7,074   

３．受取家賃  7,440   3,100   

４．受取手数料  5,355   5,287   

５．保険配当金  6,140   6,767   

６．雑収入  8,840 48,2970.2 9,043 51,6740.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  27,869   31,944   

２．支払保証料  4,610   3,817   

３．為替差損  4,675   1,840   

４．雑損失  3,231 40,3860.1 5,643 43,2460.2

経常利益   545,9542.3  655,2812.7

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益 ※３ 1,979   31,000   

２．投資有価証券売却益  149,015150,9950.6 － 31,0000.2

Ⅶ　特別損失        

１．貸倒引当金繰入額 ※２ 52,000   17,115   

２．減損損失 ※４ －   12,419   

３．投資有価証券評価損  29,673   62,663   

４．ゴルフ会員権評価損  7,351   －   

５．子会社整理損  12,028101,0530.4 － 92,1970.4

税引前当期純利益   595,8962.5  594,0832.5

法人税、住民税及び事業
税

 157,000   346,000   

法人税等調整額  203,907360,9071.5△　　32,042313,9571.3

当期純利益   234,9891.0  280,1251.2

        

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

68/93



機器及び工事売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　完成ソフトウェア原価      

１．労務費  1,112,31240.4 1,325,48744.3

２．外注費  1,121,62440.8 1,090,83936.5

３．その他の経費  516,93318.8 572,77919.2

計  2,750,869100.0 2,989,106100.0

期首仕掛品  168,042  104,714  

計  2,918,912 3,093,821 

期末仕掛品  104,714  143,471  

差引  2,814,197 2,950,349 

Ⅱ　電算機保守原価      

１．労務費  2,297,33758.6 2,315,51351.7

２．外注費  539,91013.8 1,022,58722.8

３．その他の経費  1,081,62927.6 1,145,00125.5

計  3,918,877100.0 4,483,102100.0

機器及び工事売上原価  6,733,075 7,433,451 

      

　（原価計算の方法）　ソフトウェアの原価計算は、実際原価による個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

プログ
ラム等
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

2,293,0072,359,6102,359,610220,20013,500352,801△38,307548,194△32,0855,168,726

事業年度中の変動額           

プログラム等準備金の
取崩し
（注）

－ － － － △9,000 － 9,000 － － －

当期純利益 － － － － － － 234,989234,989 － 234,989

自己株式の取得 － － － － － － － － △ 6,561△ 6,561

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △9,000 － 243,989234,989△ 6,561228,427

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,293,0072,359,6102,359,610220,2004,500352,801205,681783,183△38,6465,397,154

           

 

 

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

322,543322,5435,491,270

事業年度中の変動額    

プログラム等準備金の
取崩し
（注）

－ － －

当期純利益 － － 234,989

自己株式の取得 － － △ 6,561

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

△57,919△57,919△57,919

事業年度中の変動額合計
（千円）

△57,919△57,919170,508

平成19年３月31日　残高
（千円）

264,624264,6245,661,778

    

　（注）　プログラム等準備金の取崩しのうち△4,500千円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

プログ
ラム等
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,293,0072,359,6102,359,610220,2004,500352,801205,681783,183△38,6465,397,154

事業年度中の変動額           

剰余金の配当 － － － － － － △29,996△29,996 － △29,996

プログラム等準備金の
取崩し

－ － － － △4,500 － 4,500 － － －

当期純利益 － － － － － － 280,125280,125 － 280,125

自己株式の取得 － － － － － － － － △61,195△61,195

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △4,500 － 254,629250,129△61,195188,933

平成20年３月31日　残高
（千円）

2,293,0072,359,6102,359,610220,200－ 352,801460,3101,033,312△99,8425,586,087

           

 

 

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

264,624264,6245,661,778

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △29,996

プログラム等準備金の
取崩し

－ － －

当期純利益 － － 280,125

自己株式の取得 － － △61,195

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

△160,926△160,926△160,926

事業年度中の変動額合計
（千円）

△160,926△160,92628,006

平成20年３月31日　残高
（千円）

103,698103,6985,689,785
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法 同左

 その他有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの 時価のあるもの

 決算日前１ヶ月の市場価格等の平均

に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

同左

 時価のないもの 時価のないもの

 総平均法による原価法 同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

――――――― デリバティブ　　時価法

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品　　移動平均法による低価法 商品　　　　　　同左

仕掛品　個別法による原価法 仕掛品　　　　　同左

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産 有形固定資産

平成10年４月１日以降取得した建物

（附属設備を除く）については定額

法、それ以外の有形固定資産について

は定率法を採用しております。主な耐

用年数は建物50年、器具備品５年であ

ります。

平成10年４月１日以降取得した建物

（附属設備を除く）については定額

法、それ以外の有形固定資産について

は定率法を採用しております。主な耐

用年数は建物50年、器具備品５年であ

ります。

  （会計方針の変更）

  当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降に取得の有

形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく償却方法により減価償却

費を計上しております。

これによる損益に与える影響額は軽微

であります。

  （追加情報）

  当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

これによる損益に与える影響額は軽微

であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 無形固定資産 無形固定資産

 (1）市場販売目的のソフトウェア (1）市場販売目的のソフトウェア

 見込販売数量を基準として販売

数量に応じた割合に基づく償却

額と、販売可能期間（３年）に

基づく償却額のいずれか多い金

額をもって償却する方法によっ

ております。

同左

 (2）自社利用目的のソフトウェア (2）自社利用目的のソフトウェア

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によってお

ります。

同左

 (3）その他の無形固定資産 (3）その他の無形固定資産

 定額法によっております。 同左

 長期前払費用 長期前払費用

 定額法によっております。 同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務については、決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

同左

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金

 従業員の賞与の支払に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。

同左

 (3）役員賞与引当金 (3）役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与の支払に

備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。

同左

 (4）受注損失引当金 (4）受注損失引当金

 受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における受注契

約に係る損失見込額を計上しており

ます。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (5）退職給付引当金 (5）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（３年）による按

分額を費用処理しております。数理

計算上の差異については、その発生

年度に一括損益処理しております。

同左

 (6）役員退職引当金 (6）役員退職引当金

 役員の退職金の支払に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

第49期定時株主総会（平成19年６月

28日開催）をもって役員退職慰労金

制度を廃止いたしましたが、同日以

前に在任した役員については、その

日以前の在任期間に対して内規の効

力を有するため、当該内規に基づく

支給見込額を役員退職引当金として

計上しております。したがって、同日

以降の新規計上は行っておりませ

ん。

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

８．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

 為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務については振当処理を、特

例処理の要件を満たす金利スワップ

については特例処理をそれぞれ採用

しております。

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 ・ヘッジ手段…為替予約取引及び

金利スワップ取引

・ヘッジ手段…同左

 ・ヘッジ対象…外貨建債権債務及

び借入金利

・ヘッジ対象…同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ③　ヘッジ方針 ③　ヘッジ方針

 為替予約は外貨建金銭債権債務の決

済において必要とされる範囲内で、

金利スワップは資金調達に係る金利

の範囲内でそれぞれ行っておりま

す。

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法 ④　ヘッジ有効性評価の方法

 為替予約については、ヘッジ対象と

同一通貨建・同一金額・同一期日の

ものに限定しているため、その後の

為替相場の変動による相関関係は確

保されております。また金利スワッ

プについては、ヘッジ手段の想定元

本とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及

びその後も継続してキャッシュ・フ

ローの変動を完全に相殺するものと

想定することができます。従って、そ

れぞれのヘッジの有効性の判定は省

略しております。

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。 同左

 

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準） ―――――――――

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しており

ます。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ18,000千円減少しております。

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ―――――――――

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は5,661,778千

円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。
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表示方法の変更

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．前事業年度において「支払保証料」は、営業外費用

の「雑損失」に含めて表示しておりましたが、当事

業年度において、営業外費用総額の100分の10を超え

ることとなったため、当期より区分掲記しておりま

す。

なお、前期の「支払保証料」は、1,601千円でありま

す。

１．　　　　　―――――――――

 

２．前事業年度において「為替差損」は、営業外費用の

「雑損失」に含めて表示しておりましたが、当事業

年度において、営業外費用総額の100分の10を超える

こととなったため、当期より区分掲記しております。

なお、前期の「為替差損」は、2,810千円であります。

２．　　　　　―――――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．担保資産 ※１．担保資産

担保提供資産 担保提供資産

　

建物 66,902千円

土地 84,336 

合計 151,238千円

　

　

建物 63,872千円

土地 84,336 

合計 148,208千円

　

上記に対応する債務額 上記に対応する債務額

　

長期借入金 600,000千円

　

　

短期借入金 92,500千円

１年以内返済予定長期借入金 166,000 

長期借入金 323,500 

合計 582,000千円

　

（注）根抵当権によって担保されている債務について

は、期末残高又は極度額のいずれか少ない金額

で記載しております。

（注）　　　　　　　同左

※２．期末日満期手形の処理 ※２．　　　　　 ―――――――――

期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。期末

日満期手形の金額は次のとおりであります。

 

　

受取手形 40,122千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．商品他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

※１．商品他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

　

販売費及び一般管理費へ 2,396千円

機器及び工事売上原価へ 14,684千円

　

　

販売費及び一般管理費へ 2,062千円

機器及び工事売上原価へ 17,140千円

　

※２．貸倒引当金繰入額は子会社長期貸付金に対するも

のであります。

※２．　　　　　 ―――――――――

 

※３．　　　　　 ―――――――――

 

※３．貸倒引当金戻入益は子会社長期貸付金に対するも

のであります。

※４．　　　　　 ――――――――― ※４．減損損失

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

東京都大田区 事業用資産 建物、器具備品等

栃木県宇都宮市 事業用資産 建物、器具備品等

長野県上田市 事業用資産 器具備品

当社は、事業用資産については事業所別、遊休資産

については物件毎にグルーピングを行っておりま

す。当事業年度において、上記資産グループの営業活

動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に12,419千円計上

しております。その内訳は、器具備品8,500千円、その

他3,918千円であります。資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しております。使用価値に

ついては将来キャッシュ・フローを3.7％で割り引

いて算定しております。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式

数（千株）

当事業年度増加株

式数（千株）

当事業年度減少株

式数（千株）

当事業年度末株式

数（千株）

普通株式（注） 144 25 － 170

合計 144 25 － 170

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加25千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式

数（千株）

当事業年度増加株

式数（千株）

当事業年度減少株

式数（千株）

当事業年度末株式

数（千株）

普通株式（注） 170 295 － 466

合計 170 295 － 466

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加295千株は、取締役会の決議に基づく取得による増加277千株、単元未満株式の買取に

よる増加18千株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 26,41915,00211,417

器具備品 81,66870,22411,444

ソフトウェア 16,4166,840 9,576

合計 124,50492,06632,437

　

　

 

取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

減損損失

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

車両運搬具 29,17017,171 － 11,999

器具備品 52,49747,2131,7453,538

ソフトウェア 16,41610,123 － 6,293

合計 98,08474,5081,74521,831

　

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 14,478千円

１年超 19,438千円

合計 33,916千円

　

　

１年内 11,450千円

１年超 13,244千円

合計 24,695千円

　

 リース資産減損勘定の残高 1,745千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　

支払リース料 27,032千円

減価償却費相当額 25,230千円

支払利息相当額 1,147千円

　

　

支払リース料 15,867千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 14,791千円

支払利息相当額 726千円

減損損失 1,745千円

　

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左

 

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

　

（流動資産）  

繰延税金資産  

賞与引当金 174,458千円

商品評価損否認額 27,397

未払事業税 17,295

未払費用否認額 18,851

その他 5,815

繰延税金資産　小計 243,817

評価性引当額 △　　795

繰延税金資産　合計 243,022千円

  

（固定資産）  

繰延税金資産  

退職給付引当金 542,669千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 74,378

役員退職引当金 60,111

投資有価証券評価損 148,527

その他 25,880

繰延税金資産　小計 851,567

評価性引当額 △305,906

繰延税金資産　合計 545,660

繰延税金負債  

プログラム等準備金 △　3,248

その他有価証券評価差額金 △ 62,999

繰延税金負債　合計 △ 66,247

繰延税金資産の純額 479,413千円

　

　

（流動資産）  

繰延税金資産  

賞与引当金 167,881千円

商品評価損否認額 9,275

未払事業税 25,440

未払費用否認額 18,299

受注損失引当金 7,758

その他 7,277

繰延税金資産　小計 235,933

評価性引当額 △　1,573

繰延税金資産　合計 234,359千円

（固定資産）  

繰延税金資産  

退職給付引当金 582,603千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 71,048

役員退職引当金 56,816

投資有価証券評価損 154,676

その他 57,135

繰延税金資産　小計 922,280

評価性引当額 △332,149

繰延税金資産　合計 590,130

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △ 25,025

繰延税金負債　合計 △ 25,025

繰延税金資産の純額 565,105千円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない
項目

4.3

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△　0.2

評価性引当額 12.1

住民税均等割 4.3

その他 △　0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

60.6％

　

　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない
項目

4.1

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△　0.2

評価性引当額 4.5

住民税均等割 4.3

その他 △　0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

52.8％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

１株当たり純資産額 566円24銭

１株当たり当期純利益金額 23円47銭

　

　

１株当たり純資産額 586円39銭

１株当たり当期純利益金額 28円33銭

　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（千円） 234,989 280,125

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 234,989 280,125

期中平均株式数（株） 10,012,232 9,888,228

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証
券

その他有
価証券

富士通株式会社 96,236 65,825

株式会社りそなホールディングス 371 61,390

ジャパンケーブルネット株式会社 1,160 41,000

株式会社東芝 55,559 39,336

株式会社横浜銀行 42,870 28,337

グローリー工業株式会社 10,784 22,916

日置電機株式会社 9,700 19,594

東京特殊電線株式会社 175,469 19,301

株式会社小野測器 35,323 17,414

株式会社みずほフィナンシャルグループ 43 16,990

その他（25銘柄） 242,106 112,004

計 669,621 444,109

 

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証
券

その他有
価証券

（投資信託受益証券）
証券投資信託受益証券（１銘柄）

1,462 13,685

計 1,462 13,685
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 546,451 833
15,603

531,681373,041 11,667 158,640
(579)

構築物 6,906 － － 6,906 6,568 72 338

器具備品 264,741 81,034
21,184

324,591212,267 50,285 112,323
(8,500)

土地 560,282 － － 560,282 － － 560,282

有形固定資産計 1,378,38281,867
36,788

1,423,461591,877 62,025 831,584
(9,080)

無形固定資産        

ソフトウェア 15,279 2,578
3,019

14,838 6,958 3,971 7,880
(935)

電話加入権 21,544 －
361

21,183 － － 21,183
(361)

その他 4,904 － － 4,904 3,678 245 1,226

無形固定資産計 41,728 2,578
3,380

40,926 10,636 4,216 30,290
(1,296)

長期前払費用 4,984 863
446

5,401 3,500 1,917 1,900
(297)

　（注）１．ソフトウェアの取得価額の期末残高及び減価償却累計額には当期中に償却済となったものが1,989千円含まれてお

ります。

２．長期前払費用の取得価額の前期末残高には前期中に償却済となった2,768千円を除いて表示しております。また、取

得価額の期末残高及び減価償却累計額には当期中に償却済となったものが1,585千円含まれております。

３．当期減少額の（　）内は内書きで減損損失の計上額を表示しております。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 195,972 27,918 － 38,057 185,833

賞与引当金 429,700 413,500 429,700 － 413,500

役員賞与引当金 18,000 19,000 18,000 － 19,000

受注損失引当金 － 19,110 － － 19,110

役員退職引当金 148,058 4,551 12,667 － 139,942

　（注）貸倒引当金の減少額のうち「その他」は回収33,057千円及び洗替5,000千円によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 4,778

預金  

当座預金 782,290

普通預金 1,714,137

通知預金 300,000

小計 2,796,427

合計 2,801,206

 

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

アキレス株式会社 48,139

アロカ株式会社 37,679

協同リース株式会社 25,346

城東テクノ株式会社 24,375

株式会社フジクラ 22,461

その他 217,394

合計 375,397

 

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月 90,344

５月 133,508

６月 84,467

７月 59,427

８月 5,194

９月 2,455

合計 375,397
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３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社富士通エフサス 778,713

センチュリー・リーシング・システム株式会社 657,121

富士テレコム株式会社 596,590

富士通株式会社 421,457

東芝メディカルシステムズ株式会社 266,166

その他 4,389,059

合計 7,109,108

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

6,920,49027,067,75926,879,1417,109,108 79.1 94.9

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

 

４）商品

区分 金額（千円）

電子部品 436,780

情報関連機器 593,645

合計 1,030,426

 

５）仕掛品

区分 金額（千円）

システム・ソフトウェア開発 143,471

合計 143,471

 

６）敷金及び保証金

区分 金額（千円）

営業取引保証金 432,297

不動産賃借敷金・保証金 315,449

その他 300

合計 748,047
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②　負債の部

１）買掛金

相手先 金額（千円）

富士通株式会社 1,714,604

東京特殊電線株式会社 227,282

富士通エレクトロニクス株式会社 208,680

富士通コンポーネント株式会社 157,138

富士電機デバイステクノロジー株式会社 72,099

その他 1,311,173

合計 3,690,978

 

２）短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社りそな銀行 700,000

株式会社みずほ銀行 300,000

株式会社横浜銀行 50,000

合計 1,050,000

 

３）退職給付引当金

区分 金額（千円）

退職給付債務 3,362,069

年金資産 △ 1,904,297

未認識過去勤務債務 △　　22,787

合計 1,434,984

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 1,000株券及び10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

　（注）１．平成15年４月１日より、株券喪失登録の請求に関する手数料は次のとおりであります。

株券喪失登録の請求　１件につき　10,000円

１枚につき　　 500円

２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以

外の権利を有しておりません。

EDINET提出書類

ソレキア株式会社(E02718)

有価証券報告書

87/93



第７【提出会社の参考情報】
 

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第49期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第50期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出

(3）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年７月26日　至　平成19年７月31日）平成19年８月９日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年８月１日　至　平成19年８月31日）平成19年９月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年９月１日　至　平成19年９月30日）平成19年10月５日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日）平成19年11月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日）平成19年12月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）平成20年２月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年２月29日）平成20年３月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）平成20年４月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年４月30日）平成20年５月９日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年５月１日　至　平成20年５月31日）平成20年６月３日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

 

   平成19年６月28日

ソレキア株式会社    

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 小島　洋太郎　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　満　　　印

 
 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソレキ

ア株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソレ

キア株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

 

   平成20年６月27日

ソレキア株式会社    

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 小島　洋太郎　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　一朗　　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるソレキア株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソレ

キア株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

 

   平成19年６月28日

ソレキア株式会社    

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 小島　洋太郎　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　満　　　印

 
 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソレキ

ア株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソレキア

株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

 

   平成20年６月27日

ソレキア株式会社    

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 小島　洋太郎　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　一朗　　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるソレキア株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソレキア

株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
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